
健康・医療情報の利活⽤に向けた⺠間投資の促進に関する研究会(ヘルスケアIT研究会)とりまとめ 概要（案）

背

景

• ⽣活習慣病等の増加に伴い、個⼈の⽇常⽣活の重要性が⾼まり、疾患の予防・進⾏抑制や疾患との共⽣が求められ、発症前・治療
後の⽇常⽣活データ活⽤によりアウトカム向上を⽬指すパッケージ型ヘルスケアソリューション創出の重要性が⾼まる。

• IoT、ビッグデータ等の技術⾰新により新たなデータ項⽬の活⽤が可能になりつつあり、従来は医療現場において⼗分に活⽤され
てこなかった新たなデータを含めてデータを活⽤することで患者の総合的な状況を把握することが重要である（IoBMT）。

• ヘルスケアITビジネスに対する国内投資は拡⼤の余地がある。 (⽶国は⽇本の100倍、欧州・中国は⽇本の15倍というデータも)

⺠間投資の活性化により、国内に豊富に存在する健康・医療情報が、⺠間においても安全かつ
効率的に活⽤され、医療の質を⾼めるイノベーションを実現する

課 題
(1) 医療関係者と⺠間企業の協⼒促進

医療関係者と事業者の協⼒により、エビデンスに基づくサービス開発が
求められるが、医療分野の特殊性により協⼒が進みづらい。
また、個⼈の健康・医療情報の活⽤に関して、リスクに対処することも

重要だが、利活⽤のメリットを⾒据えて議論することが重要。
①医療関係者と⺠間企業の相互理解の促進

個⼈情報保護、セキュリティや倫理などの⾯で、医療分野特有の規
範が存在するが、事業者がそれを体系的に理解する機会が乏しい。
医療関係者は、IT分野の知識に乏しいことが多く、協⼒するにあた

り信頼できる事業者を⾒分けることが困難。
②健康・⽣活情報の活⽤に係る先駆的な先⾏事例の創出

健康・⽣活情報を活⽤することによる医療分野における付加価値が
明らかになっておらず、医療関係者が協⼒のメリットを感じづらい。

③公的な研究開発プロジェクトの成果の⺠間を含めた活⽤
IoT等活⽤⾏動変容促進事業等、AMED等で実施されている研究開発

プロジェクトの成果を⺠間でも活⽤できるような取組が必要。
(2) ヘルスケアIT分野への投資活性化

⽇本では、健康・医療分野のビジネスとその他のビジネスの独⽴性が⽐
較的⾼く、健康・医療分野への投資に関する意思決定に有⽤な情報やネッ
トワークを得る機会が乏しい。

具体的対応
i.   研修の場・認証制度の創出

健康・医療分野への参⼊を検討する事業者向
けの倫理・規制等に係る研修の場や、事業者の
信頼性を客観的に⽰す認証制度が⺠間において
提供されるよう、求められる要件を⽰す。

ii.  パッケージ型ヘルスケアソリューション
の創出・実証事業の実施
既存の治療法と従来取得可能なデータ(⽇常⽣

活データ等)とを組み合わせ、パッケージで提供
するサービスのエビデンスの構築を⽀援する。

iii. 公的プロジェクトの成果の社会実装
AMED事業等で構築された成果が、⺠間を含

めて活⽤可能とするための運⽤⽅法等について、
IoT活⽤⾏動変容事業を例に検討。

iv. ネットワーキング⽀援
ベンチャー等のワンストップ窓⼝の設置（通

称︓イノハブ）や、国際イベントであるWell
Aging Society Summit の開催を通じて、ヘル
スケアビジネスのネットワーキングを⽀援。

資料５


